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現業職員就業規則 一部 改正 規則（ ）（小中学校課）……………………………………

鳥取県教育研修 ー 管理運営 関 規則 一部 改正 規則（ ）（〃）…………

雇用機会創出 現業職員 給与 特例 関 規則 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県教育委員会委員長 八 百 谷 江

雇用機会創出 現業職員 給与 特例 関 規則

（目的）

第 条 規則 、現下 著 停滞 経済活動 影響 極 悪化 県内 民間雇用情勢 回復

県民生活及 県内 経済 安定及 向上 図 上 重要 課題 並 現下 厳 県 財

政状況等 踏 、県内 雇用機会 創出 図 施策 財源 充 、現業職員 給与 時

限的 減 特例措置 講 目的 。

（給料月額 特例）

第 条 平成 年 月 日 平成 年 月 日 間（以下「特例期間」 。） 現業職員 給

与 関 規則（昭和 年鳥取県教育委員会規則第 号。以下「現業給与規則」 。） 適用 受 現

業職員（以下「職員」 。） 給料月額 、現業給与規則第 条第 項並 第 条第 項及 第 項並

現業給与規則第 条 規定 例 職員 給与 関 条例（昭和 年鳥取県条

例第 号。以下「給与条例」 。）第 条第 項 規定 、 規定 定 額

（以下「給料基礎額」 。） 当該額 分 （現業給与規則第 条第 項第 号 掲 現業職給

料表（ ） 適用 受 職員 職務 級 級 号給 号給以下

及 同項第 号 掲 現業職給料表（ ） 適用 受 職員 給料月額 区分 第 類

（以下「特定職員」 。） 、 分 ） 乗 得 額（当該額 円未満 端数 生
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改 正 後 改 正 前

（課及 内部組織 設置）

第 条 事務局 、次 表 左欄 掲 課 置 、

事務 分掌 、 同表 右欄 掲

係及 室（以下「係等」 。） 置 。

略

生涯学習課 振興係、生涯学習推進係、指導係

（課及 内部組織 設置）

第 条 事務局 、次 表 左欄 掲 課 置 、

事務 分掌 、 同表 右欄 掲

係及 室（以下「係等」 。） 置 。

略

生涯学習課 管理係、生涯学習推進係、社会教育係

びその の

に の の に げる を き そ

の を させるため それぞれ の に げ

る び という を く

びその の
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の に が かれた という が する には を

とし に する が しない には という を る

の の の が かれた の び を く という に

する の の が かれた の を く という が する
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を る

、 切 捨 額） 減 額 。 、次 掲 額 算出 基礎 給料月額 、給

料基礎額 。

（ ） 手当 額

（ ） 現業給与規則第 条 規定 例 給与条例第 条第 項 規定 勤務 時

間当 給与額

（給料 調整額 特例）

第 条 特例期間 職員 給料 調整額 、現業給与規則第 条 第 項 規定 、同項

規定 定 額 当該額 分 （特定職員 、 分 ） 乗 得 額（当該額

円未満 端数 生 、 切 捨 額） 減 額 。 、前条各号 掲 額

算出 基礎 給料 調整額 、現業給与規則第 条 第 項 規定 定 額 。

（調整手当等 額 特例）

第 条 特例期間 職員 調整手当、期末手当及 勤勉手当 額 、現業給与規則第 条 規定

、雇用機会創出 知事等及 職員 給与 特例、鳥取県雇用機会創出支援基金 設置並

職員 定数等 特例 関 条例（平成 年鳥取県条例第 号）第 条第 項第 号 掲 者（特定職員

、同項第 号 掲 者） 例 。

附 則

規則 、平成 年 月 日 施行 。

鳥取県教育委員会事務局組織規程 一部 改正 規則 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県教育委員会委員長 八 百 谷 江

鳥取県教育委員会事務局組織規程 一部 改正 規則

鳥取県教育委員会事務局組織規程（昭和 年鳥取県教育委員会規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中号 表示 下線 引 号（以下「移動号」 。） 対応 同表 改正後 欄

中号 表示 下線 引 号（以下「移動後号」 。） 存在 場合 、当該移動号 当該移動後号

、移動号 対応 移動後号 存在 場合 、当該移動号（以下「削除号」 。） 削 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（号 表示及 削除号 除 。以下「改正部分」 。） 対応

同表 改正後 欄中下線 引 部分（号 表示 除 。以下「改正後部分」 。） 存在 場合

、当該改正部分 当該改正後部分 改 、改正部分 対応 改正後部分 存在 場合 、当該改正

部分 削 。
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同和教育課 同和奨学係、指導係

文 化 課 管理係、文化財係、妻木晩田・青谷上寺

地遺跡整備室、美術館整備調査室

略

（各課 分掌事務）

第 条 各課 、次 事務 。

総務福利課

（ ）～（ ）

（ ） 事務局等 職員及 県立学校 教職員並 市

町村立学校（幼稚園 除 。第 号並 小中学校

課 項第 号、第 号、第 号、第 号及 第 号

並 第 条第 号及 第 号 同 。）

教職員 厚生福利 関 。

（ ）～（ ） 略

小中学校課

（ ）～（ ） 略

（ ） 市町村立学校及 県立盲学校等 教職員 研修

関 。

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 教育研修 ー 関 。

（ ） 略

高等学校課

（ ）及 （ ）

（ ） 県立高等学校 教職員 研修 関 。

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

生涯学習課 略

同和教育課

（ ） 同和教育 企画 関 。

（ ） 略

（ ） 同和教育 指導 関 。

文化課及 体育保健課 略

（職制）

人権・同和

教育課

管理係、推進係

文 化 課 管理係、文化財係、妻木晩田・青谷上寺

地遺跡整備室

略

（各課 分掌事務）

第 条 各課 、次 事務 。

総務福利課

（ ）～（ ）

（ ） 事務局等 職員及 県立学校 教職員並 市

町村立学校（幼稚園 除 。第 号並 小中学校

課 項第 号、第 号、第 号、第 号及 第 号

並 第 条第 号及 第 号 同 。）

教職員 厚生福利 関 。

（ ）～（ ） 略

小中学校課

（ ）～（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 教育 ー 関 。

（ ） 略

高等学校課

（ ）及 （ ）

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

生涯学習課 略

人権・同和教育課

（ ） 人権・同和教育 企画 関 。

（ ） 略

（ ） 人権・同和教育 指導 関 。

文化課及 体育保健課 略

（職制）
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第 条 略

特 必要 認 、事務局 次長 、

課 参事、主査、課長補佐、主幹又 副主幹 、小中

学校課 義務教育主査 、高等学校課 高校教育主査

、生涯学習課 社会教育主査 、同和教育課及 体

育保健課 指導主査 、文化課 文化財主査又 専門

学芸員 、係 主任 置 。

第 条 前条 掲 職 職務 、次 。

（ ）～（ ） 略

（ ） 専門学芸員 上司 命 受 、芸術文化 関

専門的事項 係 事務 参画 。

（ ） 略

（教育事務所 設置）

第 条 事務局 、次 表 左欄 掲 教育事務所

置 、教育事務所 事務 分掌 、

同表 右欄 掲 係 置 。

東部教育事務所 学事係、指導係、社会教育係

中部教育事務所 学事係、指導係、社会教育係

西部教育事務所 学事係、指導係、社会教育係

第 条 略

特 必要 認 、事務局 次長 、

課 参事、主査、課長補佐、主幹又 副主幹 、小中

学校課 義務教育主査 、高等学校課 高校教育主査

、生涯学習課 社会教育主査 、人権・同和教育課

及 体育保健課 指導主査 、文化課 文化財主査 、

係 主任 置 。

第 条 前条 掲 職 職務 、次 。

（ ）～（ ） 略

（ ） 略

（教育事務所 設置）

第 条 事務局 、次 表 左欄 掲 教育事務所

置 、教育事務所 事務 分掌 、

同表 右欄 掲 係 置 。

東部教育事務所 学事係、学校教育係、社会教育係

中部教育事務所 学事係、学校教育係、社会教育係

西部教育事務所 学事係、学校教育係、社会教育係

改 正 後 改 正 前

別表（第 条関係）

事務職員又 技術職員 充 職

次長・課長・室長・参事・主査・課長補佐・主幹

・係長・副主幹・主任・統計主事

事務職員 充 職

所長・義務教育主査・高校教育主査・社会教育主

別表（第 条関係）

事務職員又 技術職員 充 職

次長・課長・室長・参事・主査・課長補佐・主幹

・係長・副主幹・主任

事務職員 充 職

所長・義務教育主査・高校教育主査・社会教育主
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附 則

規則 、平成 年 月 日 施行 。

教育委員会事務局 職員 職 設置等 関 規則 一部 改正 規則 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県教育委員会委員長 八 百 谷 江

教育委員会事務局 職員 職 設置等 関 規則 一部 改正 規則

教育委員会事務局 職員 職 設置等 関 規則（昭和 年鳥取県教育委員会規則第 号） 一部 次

改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分 削 。
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査・指導主査・文化財主査・所長補佐・事務主任・

主事・指導主事・管理主事・社会教育主事・文化財

主事・健康管理主事・社会教育主事補

技術職員 充 職

建築技師・専門学芸員・学芸員・医師・学校保健

技師・栄養士

査・指導主査・文化財主査・所長補佐・事務主任・

主事・指導主事・管理主事・社会教育主事・文化財

主事・健康管理主事

技術職員 充 職

建築技師・医師・学校保健技師・栄養士

改 正 後 改 正 前

（市町村 処理 事務 範囲）

第 条 略

略

条例第 条第 号 規定 教育委員会規則 定

事務 、鳥取県進学奨励資金貸与規則（昭和 年鳥

取県教育委員会規則第 号） 基 事務 、次

掲 。

（ ） 第 条（第 条 準用 場合 含 。）

規定 申請書 受理及 鳥取県教育委員会

送付

（ ） 第 条（第 条 準用 場合 含 。）

規定 誓約書 受理及 鳥取県教育委員会

送付

（市町村 処理 事務 範囲）

第 条 略

略

条例第 条第 号 規定 教育委員会規則 定

事務 、鳥取県進学奨励資金貸与規則 廃止 規

則（平成 年鳥取県教育委員会規則第 号）附則第

項 規定 効力 有 同規則

廃止前 鳥取県進学奨励資金貸与規則（昭和

年鳥取県教育委員会規則第 号） 基 事務 、

次 掲 。

３３

２

２

３ ２ ３

４

１ ７

２

２

２

３ ２ ３

２

４

をもって てるをもって てる

が する の

に する で め

る は

に づく のうち

に げるものとする

において する を む

の による の び へ

の

において する を む

の による の び へ

の

が する の

に する で め

る は を する

の によりその を することとされる

による の

に づく のうち

に げるものとする

57

20

10 20

14 23

57

附 則

規則 、平成 年 月 日 施行 。

鳥取県教育委員会 権限 属 事務 処理 特例 関 条例 基 市町村 処理 事務 範囲 定

規則 一部 改正 規則 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県教育委員会委員長 八 百 谷 江

鳥取県教育委員会 権限 属 事務 処理 特例 関 条例 基 市町村 処理 事務 範囲

定 規則 一部 改正 規則

鳥取県教育委員会 権限 属 事務 処理 特例 関 条例 基 市町村 処理 事務 範囲 定

規則（平成 年鳥取県教育委員会規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中号 表示 下線 引 号（以下「移動号」 。） 対応 同表 改正後 欄

中号 表示 下線 引 号（以下「移動後号」 。） 存在 場合 、当該移動号 当該移動後号

、移動号 対応 移動後号 存在 場合 、当該移動号 削 。

次 表 改正後 欄中下線 引 部分（号 表示 除 。） 加 。

この は から する

の に する の の に する に づき が する の を め

る の を する をここに する

の に する の の に する に づき が する の を

める の を する

の に する の の に する に づき が する の を め

る の を のように する

の の の の に が かれた という に する の の

の に が かれた という が する には を

とし に する が しない には を る

の の の が かれた の を く を える

14

14 29

12

４ １

３

４
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（ ） 第 条（第 条 準用 場合 含 。）

規定 借用証書 受理及 鳥取県教育委員会

送付

（ ） 第 条第 項、第 項及 第 項（第 条

準用 場合 含 。） 規定 届出書

受理及 鳥取県教育委員会 送付 奨学金

貸与 受 者 係

（ ） 第 条（第 条 準用 場合 含 。）

規定 借用証書 受理及 鳥取県教育委員会

送付

（ ） 第 条第 項、第 項及 第 項（第 条

準用 場合 含 。） 規定 届出書

受理及 鳥取県教育委員会 送付 奨学金

貸与 受 者 係

改 正 後 改 正 前

（部分休業）

第 条 職員 部分休業（当該職員 歳 満

子 養育 日 勤務時間 一部 勤務

。） 、地方公務員 育児休業

等 関 法律（平成 年法律第 号）第 条 規

定 適用 受 者 例 。

（部分休業）

第 条 職員 部分休業（当該職員 歳 満

子 養育 日 勤務時間 一部 勤務

。） 、地方公務員 育児休業

等 関 法律（平成 年法律第 号）第 条 規

定 適用 受 者 例 。

３

４ １ ３ ４

１

２ １ ３ ４

３ ３

１

３ ９

３ １

１

３ ９

13 20

17 20

13 20

17 20

110 110

において する を む

の による の び

への

び にお

いて する を む の による の

び への のうち の

を けている に るもの

において する を む

の による の び

への

び にお

いて する を む の による の

び への のうち の

を けている に るもの

の がその に たな

い を するため の の を しな

いことをいう については の

に する の

の を ける の によるものとする

の がその に たな

い を するため の の を しな

いことをいう については の

に する の

の を ける の によるものとする

附 則

（施行期日）

規則 、平成 年 月 日 施行 。

（経過措置）

規則 施行前 市町村 受理 改正前 鳥取県教育委員会 権限 属 事務 処理 特例 関

条例 基 市町村 処理 事務 範囲 定 規則第 条第 項第 号 規定 申請書及 同項第 号

規定 誓約書 鳥取県教育委員会 送付 、 従前 例 。

現業職員就業規則 一部 改正 規則 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県教育委員会委員長 八 百 谷 江

現業職員就業規則 一部 改正 規則

現業職員就業規則（昭和 年鳥取県教育委員会規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分 同表 改正後 欄中下線 引 部分 改 。

附 則

規則 、平成 年 月 日 施行 。

鳥取県教育研修 ー 管理運営 関 規則 一部 改正 規則 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県教育委員会委員長 八 百 谷 江

１ ４ １

２

２ ３ １ ２

３

７

４ １

３

この は から する

この の に が した の の に する の の に する

に づき が する の を める に する び

に する の への については なお の による

の を する をここに する

の を する

の を のように する

の の の が かれた を の の が かれた に める

この は から する

センタ の に する の を する をここに する

14

14 29

45
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改 正 後 改 正 前

鳥取県教育研修 ー 管理運営 関 規則

（目的）

第 条 規則 、鳥取県教育研修 ー（以下

「研修 ー」 。） 管理運営 関 必要

事項 定 目的 。

（所掌事務）

第 条 研修 ー 、次 掲 事務 行

。

（ ）～（ ） 略

（ ） 情報教育 係 生徒 実習 関 。

（ ） 略

（内部組織及 分掌事務）

第 条 研修 ー 、庶務課、初等中等教育課、教

育相談課及 情報教育課 置 。

庶務課 庶務係及 会計係 置 。

各課 分掌事務 、次 。

庶務課

（ ） 研修 ー 施設 管理 関 。

（ ） 略

（ ） 略

初等中等教育課

（ ） 小学校 教育（障害児教育及 情報教育 除 。

第 号 第 号 同 。）

研修及 研究調査 関 。

（ ） 中学校 教育 研修及 研究調査 関

。

鳥取県教育 ー 管理運営 関 規則

（目的）

第 条 規則 、鳥取県教育 ー（以下「教育

ー」 。） 管理運営 関 必要 事項

定 目的 。

（所掌事務）

第 条 教育 ー 、次 掲 事務 行

。

（ ）～（ ） 略

（ ） 情報教育 推進 関 。

（ ） 略

（内部組織及 分掌事務）

第 条 教育 ー 、総務課、研修企画課、教育相

談課及 情報教育課 置 。

総務課 総務係及 会計係 置 。

各課 分掌事務 、次 。

総務課

（ ） 教育 ー 事務 総合調整 関 。

（ ） 教育 ー 施設 管理 関 。

（ ） 略

（ ） 広報 関 。

（ ） 略

研修企画課

（ ） 幼稚園、小学校、中学校、高等学校、盲学校、

聾学校及 養護学校 教育（情報教育 除 。）

研修 関 。

（ ） 幼稚園、小学校、中学校及 高等学校 教育

研究調査 関 （教育相談、障害児

教育及 情報教育 関 除 ）。

センタ の に する

この は センタ

センタ という の に し な

を めることを とする

センタ においては に げる を

う

に る の に すること

び

センタ に

び を く

に び を く

の は のとおりとする

センタ の の に すること

の び を く

から までにおいて じ についての

び に すること

の についての び に

すること

センタ の に する

この は センタ

センタ という の に し な を

めることを とする

センタ においては に げる を

う

の に すること

び

センタ に

び を く

に び を く

の は のとおりとする

センタ の の に すること

センタ の の に すること

に すること

び の を く に

ついての に すること

び の に

ついての に すること

び に するものを く｡
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鳥取県教育委員会規則第 号13

鳥取県教育研修 ー 管理運営 関 規則 一部 改正 規則

鳥取県教育研修 ー 管理運営 関 規則（昭和 年鳥取県教育委員会規則第 号） 一部 次

改正 。

次 表 改正前 欄中号 表示 下線 引 号（以下「移動号」 。） 対応 同表 改正後 欄

中号 表示 下線 引 号（以下「移動後号」 。） 存在 場合 、当該移動号 当該移動後号

、移動号 対応 移動後号 存在 場合 、当該移動号（以下「削除号」 。） 削 、移動

後号 対応 移動号 存在 場合 、当該移動後号（以下「追加号」 。） 加 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（号 表示及 削除号 除 。以下「改正部分」 。） 対応

同表 改正後 欄中下線 引 部分（号 表示及 追加号 除 。以下「改正後部分」 。） 存

在 場合 、当該改正部分 当該改正後部分 改 、改正部分 対応 改正後部分 存在 場合 、

当該改正部分 削 、改正後部分 対応 改正部分 存在 場合 、当該改正後部分 加 。

センタ の に する の を する

センタ の に する の を のよう

に する

の の の の に が かれた という に する の の

の に が かれた という が する には を

とし に する が しない には という を り

に する が しない には という を える

の の の が かれた の び を く という に

する の の が かれた の び を く という が

する には を に め に する が しない には

を り に する が しない には を える

48 ４
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（ ） 高等学校 教育 研修及 研究調査

関 。

（ ） 小学校、中学校及 高等学校 教育 関 資

料 整備及 提供 関 。

（ ） 教育（情報教育 除 。） 関 資料 保管

関 。

教育相談課

（ ） 児童及 生徒 学習、行動等 教育相

談 関 。

（ ） 生徒指導 研修及 研究調査 関

。

（ ） 障害児教育 研修及 研究調査 関

。

（ ） 障害児教育 児童及 生徒 身体障害

及 知的障害 検査 関 。

（ ） 生徒指導及 障害児教育 関 資料 整備及

提供 関 。

（ ） 研修 ー 事業 他課 連絡協

調 関 。

（ ） 他研修 ー 事業 他課 所掌 属

。

情報教育課

（ ） 略

（ ） 情報教育 係 生徒 実習 関 。

（ ） 略

（ ） 情報教育 関 資料 保管 関 。

（職制）

第 条 研修 ー 所長 、課及 係

長 置 。

前項 長 職務 補佐 、及 長 事故 場

合 職務 代行 必要 認

、研修 ー 次長 、課 課長補佐 置

。

（職員 種類）

第 条 研修 ー 職員（臨時的任用職員及 非常

勤職員 除 。以下同 。） 種類 、事務職員及

技術職員 。

（職員 職）

第 条 研修 ー 職員 職 、別表

。

（委任）

第 条 規則 定 、研修 ー

管理運営 関 必要 事項 、教育委員会 承認 得

（ ） 幼稚園、小学校、中学校及 高等学校 教育

関 資料 整備及 提供 関 （教育相談、

障害児教育及 情報教育 関 除 ）。

教育相談課

（ ） 幼児、児童及 生徒 学習、行動、障害等

教育相談 関 。

（ ） 教育相談及 障害児教育 研究調査

関 。

（ ） 障害児教育 幼児、児童及 生徒 身

体障害及 知的障害 検査 関 。

（ ） 教育相談及 障害児教育 関 資料 整備及

提供 関 。

情報教育課

（ ） 略

（ ） 鳥取県教育情報通信 ー 運用等 関

。

（ ） 略

（職制）

第 条 教育 ー 所長 、課及 係

長 置 。

前項 長 職務 補佐 、及 長 事故 場

合 職務 代行 必要 認

、教育 ー 次長 、課 課長補佐 置

。

（職員 種類）

第 条 教育 ー 職員（臨時的任用職員及 非常

勤職員 除 。以下同 。） 種類 、事務職員及

技術職員 。

（職員 職）

第 条 教育 ー 職員 職 、別表

。

（委任）

第 条 規則 定 、教育 ー

管理運営 関 必要 事項 、教育委員会 承認 得
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に する の に すること
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の を く

の の を させ び に がある

はその を させるため があると めると

きは センタ に を に を くこ

とができる

の

センタ の び

を く じ の は び

とする

の

センタ の の は のとおりとす

る

この に めるもののほか センタ の

に し な は の を

び の に

する の び に すること

び に するものを く｡
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て が に める

は をもって てる

をもって てる

センタ

て が に める

は をもって てる

をもって てる

の の への に わる

の の への に わる は に

げる とする

び

センタ の に する

の により かれる

の の への に わる

の の への に わる は に

げる とする

び

センタ の に する

の により かれる

、所長 別 定 。

別表（第 条関係）

事務職員又 技術職員 充 職

所長、次長、課長、課長補佐、主幹、係長、副主

幹、主任、現業主幹

事務職員 充 職

主事、研修主事、研修 ー司書、現業主事

略

、所長 別 定 。

別表（第 条関係）

事務職員又 技術職員 充 職

所長、次長、課長、課長補佐、主幹、係長、副主

幹、主任

事務職員 充 職

主事、指導主事、研修主事

略

改 正 後 改 正 前

（公 意思 形成 参画 携 職）

第 条 公 意思 形成 参画 携 職 、次 掲

職 。

（ ）及 （ ） 略

（ ） 鳥取県教育研修 ー 管理運営 関 規

則（昭和 年鳥取県教育委員会規則第 号）第 条

第 項 規定 置 所長

（ ）～（ ） 略

（公 意思 形成 参画 携 職）

第 条 公 意思 形成 参画 携 職 、次 掲

職 。

（ ）及 （ ） 略

（ ） 鳥取県教育 ー 管理運営 関 規則

（昭和 年鳥取県教育委員会規則第 号）第 条第

項 規定 置 所長

（ ）～（ ） 略

６

１

２

３

６

１

２

３

３

１ ２

３

４ ４

１

４

３

１ ２

３

４ ４

１

４

48

12

48

12

附 則

（施行期日）

規則 、平成 年 月 日 施行 。

（日本 国籍 有 者 任用 職 範囲 定 規則 一部改正）

日本 国籍 有 者 任用 職 範囲 定 規則（平成 年鳥取県教育委員会規則

第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分 同表 改正後 欄中下線 引 部分 改 。

１ ４ １

２

５

この は から する

の を しない を することができない の を める の

の を しない を することができない の を める

の を のように する

の の の が かれた を の の が かれた に める

14

12
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